
第１号様式（第３条関係）

　年　　　月　　　日　
（宛先）　新　宿　区　長

新宿区内事業所の所在地

新宿区内事業所の名称

新宿区内事業所の代表者名

会社概要

合計（人） 男性（人） 女性（人） 合計（人） 男性（人） 女性（人）

人数 延べ回数 最多者の
時間数

人数 延べ回数 最多者の
時間数

※２：法定時間外労働＋法定休日労働。管理監督者や裁量労働などで働く従業員は対象外

　年360時間超過者数 　年360時間超過者数

有給休暇取得状況 有給休暇取得状況

　平均取得日数 日 　平均取得日数 日

％ 　取得率 ％

　正社員の平均勤続年数 年 　正社員の平均勤続年数

　取得率

年

　直近１年間で休暇取得が５日未満の従業員 人 　直近１年間で休暇取得が５日未満の従業員 人

新　宿 区　(申請事業所）

法定時間外労働 （※２） 法定時間外労働 （※２）

　月45時間超過者数 　月45時間超過者数

従業員内訳 従業員内訳

全 社
※左記事業所のみの場合、ご記入不要です。

　派遣社員 　派遣社員

　その他 　その他

　正社員 　正社員

新宿区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定申請書

新宿区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定事業要綱第３条の規定に基づき、認定申請書を提出します。

業種分類（該当に○印） 小売業　・　サービス業　・　卸売業　・　製造業その他　（※１）

業種名(該当に○印)

　（うち管理職） 　（うち管理職）

　パート・契約社員 　パート・契約社員

１　農業・林業
４　建設業
７　情報通信業
10　金融業・保険業
13　宿泊業・飲食ｻｰﾋﾞｽ業
16　医療・福祉

２　漁業
５　製造業
８　運輸業・郵便業
11　不動産業・物品賃貸業
14　生活関連ｻｰﾋﾞｽ業・娯楽業
17　複合ｻｰﾋﾞｽ事業

３　鉱業・砕石業・砂利採取業
６　電気・ガス・熱供給・水道業
９　卸売業・小売業
12　学術研究・専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業
15　教育・学習支援業
18　ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの)

本社等の新宿区内申請事
業所以外の事業所がある
場合は、その所在地、名
称、代表者名

資本金又は出資の総額 　　　　　　　　　　　　　　円
常時使用する
従業員の数 　　　　　　　　　　　　　人

創業年月日 年　　　月　　　日 就業規則の有無 な　し・あ　り（最新改定日　　年　　月　　日）

主な事業内容

受　付　欄

専門知識を有する者の助言を希望する（該当に○印）
　は　い（課題：　　　　　　　　　　               　　）　・　いいえ
※費用は区が負担。上限５回まで。

労働基準法第３６条に基づく協定を締結し行政官庁に届け出ている（該当に○印）

　は　い　・　いいえ（理由：　　　　　　　　                                   　）・　該当しない

部署名

氏名

電話番号

E-mail

※１：小売業：5,000万円以下又は50人以下、サービス業：5,000万円以下又は100人以下、卸売業：1億
　　　円以下又は100人以下、製造業その他：3億円以下又は300人以下 であれば中小企業者として分類

担当者
※申請内容に関する問い合わせ等の
連絡先になります。


